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１-１ 

第１章 総   則 

第１節 本書の位置付け 

本要求水準書は、川内クリーンセンターの管理運営業務（以下「本業務」という。）について、

施設の基本性能を発揮させるとともに、その安全性を確保し、効率的な管理運営を実施するため

に、本市が管理運営事業者（以下「事業者」という。）に対して要求する基本的内容について定め

るものである。 
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第２節 基本方針 

１． 基本方針 

事業者は本業務について、以下の基本方針を遵守すること。 
 
1)適切な維持管理により施設の基本性能（第４節 ７．参照）を発揮させ、適切に廃棄物の

処理を行うこと。 

2)環境への負荷軽減を考慮すること。 

3)施設の安全性を確保し、安定的に稼動させること。 

4)経済性を考慮し、効率的な管理運営を行うこと。 
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第３節 業務概要 

１． 委託名 

川内クリーンセンター管理運営業務委託 
 
 
２． 履行場所 

鹿児島県薩摩川内市小倉町 5104 番地 
 
 
３． 業務内容 

本業務において、事業者が実施する業務は、本要求水準書に示すとおりである。 
なお、市と事業者の業務所掌（参考）を別紙 1 に示す。 

 
４． 業務期間 

管理運営期間：平成 29 年 4 月 1 日から平成 52 年 3 月 31 日まで 
  
なお、下記の期間に区分される。 

    管理運営準備期間中：平成 29 年 1 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで 
    設計建設期間中  ：平成 29 年 4 月 1 日から平成 32 年 3 月 31 日まで 
    設計建設期間後  ：平成 32 年 4 月 1 日から平成 52 年 3 月 31 日まで 
 

 平成 28 年度 平成 29 年度 
  ～平成 31 年度 

平成 32 年度 
     ～平成 51 年度 

設計・建設期間    

管理運営準備期間    

管理運営期間    
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 川内クリ

 焼却施設1）
 灰固形化2）
 粗大ごみ3）
 管理棟 4）
 計量機 5）
 資源ごみ6）
 ストック7）
 浸出水処8）
から原水
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方式 
入・供給設備 
焼設備 
焼ガス冷却設備
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水処理設備 
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ーンセンタ
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下のとおりで

表１-１

川内

鹿児

135
平成

平成

連続

ピッ

スト

水噴

乾式

平衡

灰ピ

灰固

プラ

ごみ

１-４ 

施設」という

トル、その他

水ピット以降

とする。） 
倉庫、駐車

、外構施設

却施設、粗大

である。 

施設概要（焼

内クリーンセン

児島県薩摩川内

5ｔ/24hr（67.
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続燃焼式焼却炉
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内市小倉町 51
.5ｔ/24hr×2 炉

（灰固形化施設

（灰固形化施設

炉 
ン方式 
炉 
方式） 
去装置＋バグフ

ーン方式 
剤及びセメン

→再循環無放流

→炉内噴霧蒸発
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設：平成 12 年
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表１－２ 施設概要（粗大ごみ処理施設） 

項目 概要 
1)施設名称 川内クリーンセンター（粗大ごみ処理施設） 
2)所在地 鹿児島県薩摩川内市小倉町 5104 番地 
3)処理能力 不燃ごみ 23t/日（5 時間稼働） 

粗大ごみ 7t/日（5 時間稼働） 
4)着工年月 平成 4 年 12 月 
5)竣工年月 平成 6 年 12 月 
6)処理方式 受入供給設備 受入ホッパ、供給コンベヤ 

破砕圧縮設備 回転式、衝撃せん断併用型 
切断機 
破袋機 

搬送設備 振動コンベヤ、チェーンコンベヤ、ベルトコンベヤ 
選別設備 磁選機、粒度選別機、選別用送風機 

手選別コンベヤ 
再生設備 金属圧縮装置 
貯留・搬出設備 ホッパ 
集じん設備 サイクロン 

バグフィルタ 
 

表１－３ 施設概要（浸出水処理施設） 

項目 概要 
1)施設名称 川内クリーンセンター一般廃棄物最終処分場 
2)所在地 鹿児島県薩摩川内市小倉町 5104 番地 
3)埋立面積 9,720m2 
4)埋立容量 68,000m3 
5)埋立構造 準好気性埋立方式 
6)浸出水処理能力 60m3/日 
7)着工年月 平成 4 年 12 月 
8)竣工年月 平成 6 年 12 月 
9)処理方式 沈砂調整＋前処理（カルシウム除去）＋生物処理（触媒曝気）＋

凝集沈殿＋砂ろ過＋活性炭吸着＋消毒＋汚泥脱水処理 
 

表１－４ 施設概要（資源ごみ処理施設） 

項目 概要 
1)施設名称 川内クリーンセンター（資源ごみ処理施設） 
2)所在地 鹿児島県薩摩川内市小倉町 5104 番地 
3)処理能力 ペットボトル処理施設 1t/日（5 時間稼働） 

その他プラスチック処理施設 5t/日（5 時間稼働） 
白色トレイ処理施設 0.5t/日（5 時間稼働） 

4)着工年月 ペットボトル処理施設 平成 11 年 12 月 
その他プラスチック処理施設 平成 14 年 12 月 
白色トレイ処理施設 平成 14 年 12 月 

5)竣工年月 ペットボトル処理施設 平成 12 年 4 月 
その他プラスチック処理施設 平成 15 年 7 月 
白色トレイ処理施設 平成 15 年 7 月 

6)処理方式 
(ペットボトル 
処理施設) 

受入供給設備 供給ホッパ付供給コンベヤ 

選別設備 手選別コンベヤ 
投入コンベヤ 

圧縮梱包設備 油圧駆動縦型一方締式減容機 
PP バンド全自動結束機 
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排出ローラコンベヤ 
7)処理方式 
 (その他プラスチック

処理施設) 

受入供給設備 供給ホッパ付供給コンベヤ 

選別設備 手選別コンベヤ 
投入コンベヤ 

圧縮梱包設備 

油圧式縦押圧縮減容機 
熱シール式包装機 
PP バンド熱溶着全自動結束機 
排出コンベヤ 

8)処理方式 
(白色トレイ処理施設) 減容設備 熱風式 

脱臭設備 触媒燃焼式活性炭併用方式 
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３． 施設配置 

本施設の主要な施設配置は以下のとおりである。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 １-１ 施設配置図（焼却施設・粗大ごみ処理施設、資源ごみ処理施設等） 

 
 
 

凡例 

 ①ごみ焼却施設 ②灰固形化施設 ③不燃・粗大ごみ処理施設 ④管理棟

 ⑤計量機 ⑥資源ごみ処理施設（ペットボトル） ⑦資源ごみ処理施設 

  （その他プラスチック製容器包装） 

 ⑧資源ごみ処理施設（白色トレイ） ⑨浸出水処理施設 ⑩倉庫 

 ⑪洗車棟 ⑫東屋 ⑬重油タンク ⑭浄化槽 ⑮浸出水原水ピット 

⑭

⑩

⑪

⑫

⑬
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図 １-２ 施設配置図（浸出水処理施設） 

 
 
 
  

⑮ 
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４． 処理工程 

基幹的設備改良工事前の本施設における処理工程は以下のとおりである。 
 

 
 

図 １-３ 焼却施設及び粗大ごみ処理施設 処理フロー 
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図 １-４ 灰固形化施設 処理フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

１-１１ 

 

 

 

図 １-５ 資源ごみ処理施設 処理フロー 
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第５節 一般事項 

１． 要求水準書の遵守 

事業者は、本要求水準書に記載される要件について、本業務期間中遵守すること。 
 
 
２． 関係法令等の遵守 

事業者は、本業務期間中、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「労働安全衛生法」等の関

係法令等を遵守すること。「表 1-1 関係法令等例示」に関係法令等の例を示す。 
 
 
３． 生活環境影響調査の実施 

事業者は、基幹的設備改良工事前に廃棄物処理法に準じた生活環境影響の現況調査、予測評

価を行うことで、本事業が生活環境に影響を及ぼさないことを示すこと。また、本市が実施す

る調査又は事業者が自ら行う調査により、環境に影響を与える可能性が見られる場合は、本市

と協議のうえ、対策を講じること。 
 
 
４． 薩摩川内市一般廃棄物処理実施計画の遵守 

事業者は、本業務期間中、本市が毎年度定める「薩摩川内市一般廃棄物処理実施計画」を遵

守すること。 
 
 
５． 官公署の指導等 

事業者は、本業務期間中、官公署の指導等に従うこと。なお、法改正等に伴い施設の改造等

が必要な場合、その費用の負担は契約書に定めるものとする。 
 
 
６． 官公署等申請への協力 

事業者は、本市が行う管理運営に係る官公署等への申請等に全面的に協力し、本市の指示に

より必要な書類・資料等を提出しなければならない。資料の作成・提出に必要な関連費用（官

公署への申請等の書類作成・提出に要する費用、説明等支援に要する費用等）は全て事業者が

負担すること。なお、事業者が行う管理運営に係る申請に関しては、事業者の責任により行う

こと。 
  



 

１-２１ 

表 １-１ 関係法令等例示 

・都市計画法 
・建築基準法 
・建設業法 
・消防法 
・道路法 
・道路交通法 
・砂防法 
・森林法 
・下水道法 
・水道法 
・環境基本法 
・ダイオキシン類対策特別措置法 
・大気汚染防止法 
・水質汚濁防止法 
・騒音規制法 
・振動規制法 
・悪臭防止法 
・容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進

等に関する法律 
・労働基準法 
・労働安全衛生法 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法

律 
・航空法 
・電波法 
・有線電気通信法 
・電気事業法 
・電気工事士法 
・電気用品取締法 
・計量法 
・高圧ガス取締法 
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
・毒物及び劇物取締法 
・駐車場法 
・工場立地法 
 

・事務所衛生基準規則 
・危険物の規制に関する規則・政令 
・一般高圧ガス保安規則 
・特定化学物質等障害予防規則 
・電気設備に関する技術基準 
・電気工作物の溶接に関する技術基準 
・クレーン等安全規則 
・クレーン構造規格 
・クレーン過負荷防止装置構造規格 
・電気機械器具防爆構造規格 
・溶接技術検定基準(JIS Z 3801) 
・ボイラ及び圧力容器安全規則 
・圧力容器構造規格 
・日本工業規格(JIS) 
・日本農林規格(JAS) 
・電気規格調査会標準規格(JEC) 
・日本電機工業会標準規格(JEM) 
・電線技術委員会標準規格(JCS) 
・日本油圧工業会規格(JOHS) 
・内線規程 
・電気供給規程 
・地方自治法 
・国等による環境物品等の調達の推進等に関 
する法律（グリーン購入法） 

・特定フロンの排出抑制・使用合理化指針 
・ごみ処理施設性能指針 
・その他関係法令、規格、規程、総理府令、通

達及び技術指針等 
 
 

 
 
７． 所轄官庁への報告 

本施設の管理運営に関して、所轄官庁からの報告、記録、資料提供等の要求については、本

市の指示に基づき、速やかに対応すること。 
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有する者

1 年以上

工事が完

 事業者は

気事業法

月 3１日

 事業者は

係法令、所

資格の種

理施設技術管

者 

者 

危険作業主任

者 
安監督者・危

運転の特別講

技術者 
物質等作業主

容については

運営を行うに

運営体制 

制 

は、本業務の

業務、情報管理

は、整備した

は速やかに本

配置 

は、本業務の

者で、一般廃

上の経験を有

完了するまで

は、電気主任

法第 43 条第

改正）」に基

は、本業務を

所轄官庁の指

表

類 
管理者 

任者 

危険物取扱者

講習受講者 

主任者 
、関係法令を

あたり必要な

 

の実施にあた

理業務、関連

た業務実施体

本市に報告す

の現場総括責

廃棄物を対象

有する者を配

では継続して

任技術者を配

1 項及び「

基づき選任さ

を行うにあた

指導等を遵守

表 ２-１ 管

維持管理

安全に係

（常時

衛生に係

（常時

酸欠危

施設の

者 危険物

クレー

本施設

特定化

遵守すること

資格がある場

２-１ 

たり、受付管

連業務の各業

体制について

すること。 

責任者として

象とした全連

配置すること

専任で配置す

配置すること

主任技術者制

されるものと

たり、その他

守する範囲内

管理運営必要

理に関する技

係る技術的事

50 人以上の

係る技術的事

50 人以上の

険場所で作業

防火に関す

取扱作業に関

ンの運転 
内電気工作物

学物質を製造

。 

場合は、その有

理業務、運転

業務に適切な業

本市に報告す

、廃棄物処理

続運転式焼却

。なお、本業

すること。

。なお、配置

制度の解釈及

する。 
必要な有資格

内において、有

資格（参考）

主な業

技術上の管理

事項の管理

の労働者を使

事項の管理

の労働者を使

業する場合、

る管理者 
関する保安

物の保安・監

造又は取り扱

有資格者を置く

転管理業務、

業務実施体制

すること。な

理施設技術管

却施設で現場

業務開始時か

置される電気

及び運用（内

格者を配置す

有資格者の兼

） 

業務内容 
理者 

使用する事業

使用する事業

、作業員の酸

・監督 

監督 
扱う作業 

こと。 

、維持管理業

制を整備する

なお、体制を

管理者の資格

場総括責任者

から基幹的設

気主任技術者

内規）（平成

すること。な

兼任は可能と

業場） 

業場） 
酸素欠乏症を

 

業務、環

ること。 
を変更し

格要件を

者として

設備改良

者は、電

26 年 3

なお、関

とする。 

を防止する



 

２-２ 

３． 連絡体制 

事業者は、平常時及び緊急時の本市等への連絡体制を整備すること。なお、体制を変更した

場合は速やかに本市に報告すること。 
 



第３章

１． 受

事業

 
 
２． 受

１）

２）

 
３． 計

事業

計量棟

 
４． 手

１）

２）

 
５． 廃

事業

なお、

 
６． 甑

事業

業務調

 
７． 案

事業

ならな

 

章 受付管

受付管理業務

業者は、本要

受付管理 

 事業者は

認し、管

 事業者は

なければ

表してい

直接搬入

は、原則

計量 

業者は、本市

棟において計

手数料の徴収

 事業者は

に代わり

行うこと

 事業者は

廃棄物搬入許

業者は、本市

廃棄物搬入

甑島外搬出調

業者は、甑島

調整を行うこ

案内・指示 

業者は、本施

ない。案内・

管理業務 

務 

要求水準書、

は、本市の指

管理を行わな

は、直接搬入

ばならない。

いる「ごみの分

入ごみが受入

則として毎年

市の指示する

計量し、その

収 

は、本市の条

、手数料を

と。 
は、徴収した

許可書発行 

市の許可した

入許可書の発

調整 

島から本施設

こと。 

施設への搬入

指示にあた

提案書等を

指示する廃棄

なければなら

入ごみを搬入

この際、本

分別ハンドブ

入基準を満た

年度、本市が

る廃棄物等を

の記録を管理

条例に基づき

を徴収しなけ

た手数料を、

た申請者に対

発行に要する

設へ搬入され

入車両に対し

たっては、丁

３-１ 

を遵守し、適

棄物等を搬入

ない。 
入する車両を

本市が定める

ブック」を参

たしていない

定めるもの

を搬入・搬出

理しなければ

、本施設に

ければならな

契約書に定

対して、本施

る費用は全て

れる日時、廃

し、ごみの降

丁寧かつ分か

適切な受付管理

・搬出する車

計量棟におい

受入基準（薩

参照）を満た

場合は、受

とする。 

する車両、直

ばならない。

廃棄物を搬入

い。なお、徴

める方法によ

施設への廃棄物

事業者負担

廃棄物量等に

降ろし場所につ

かり易く行わ

理業務を行

車両を計量棟

いて記録・確

薩摩川内市の

していること

け入れてはな

直接搬入ごみ

入しようとす

徴収方法は本

よって、本市

物搬入許可書

とする。 

関して、甑島

ついて、案内

なければなら

うこと。 

棟において記

確認し、管理

のホームペー

とを確認する

ならない。受

みを搬入する

するものから

本市が定める

市へ納付する

書を発行する

島の担当者と

内・指示しな

らない。 

 

記録・確

理を行わ

ージに公

ること。

受入基準

る車両を

ら、本市

る方法で

ること。 

ること。

と必要な

なければ



 
８． 受

１）

２）

受付時間 

 本市の条

 
 日曜日、

は、受付

条例に基づく

年末年始、

付業務を行う

受付時間に

平日夜間等

こと。 

３-２ 

おいて、計量

等の受付時間

量棟にて受付

外について

付業務を行う

も、本市が事

うこと。 

事前に指示す

 

する場合



第４章

１． 本

事業

を発揮

運転管

 
 
２． 運

事業

 
１）

章

 
２）

 
３）

 
４）

 
５）

 
６）

 
７）

（1
（2

 

章 運転管

本施設の運転

業者は、本施

揮し、搬入さ

管理業務を行

運転条件 

業者は、以下

 処理能力

本施設の処

章 第４節 

 運転時間

本施設の運

①焼却施

②不燃

③資源ご

④浸出水

 施設動線

事業者は

実施するこ

 計画ごみ

「第１章 

 公害防止

「第１章 

 ユーティ

「第１章 

 車両等の

 本市他施1）
 副資材等2）

管理業務 

転管理業務 

施設の各設備

れる廃棄物

行うこと。 

下に示す運転

力 
処理対象廃棄

２.参照）を

間 
運転時間は、

施設 24 時間

・粗大ごみ処

ごみ処理施設

水処理施設 

線 
は、通常時、繁

こと。なお、

み質 
第４節 ５

止基準 
第４節 ５

ィリティー条

第４節 ６

の仕様 
施設への搬出

等の搬入車両

を適切に運転

を、関係法令

転条件に基づ

棄物（第１章

を有すること

以下のとお

間／日 
処理施設 5
設 5 時間／

24 時間／

繁忙時、緊急

変更が生じ

５．公害防止

５．公害防止

条件 
６．ユーティ

出車両につい

両については

４-１ 

転し、本施設

令、公害防止

づき、本施設

章 第４節

と。 

おりとする

時間／日 
／日 
日 

急時を想定し

じた場合、本

止基準」参照

止基準」参照

ィリティー条

いては、別途

は、本施設の

設の基本性能

基準等を遵守

設を適切に運転

８．参照）

した動線計画

本市の承諾を

照 

照 

条件」参照

途本市の指示

管理運営に支

能（第１章

守し適切に処

転管理するこ

に対し、十

画を本市と協

を得ること。

示により車両

支障のない車

第４節 ７

処理するとと

こと。 

十分な処理能力

協議のうえ、作

 

両を選定する

車両を選定す

 

．参照）

ともに、

力（第 1

作成し、

こと。 
すること。 



 
３． 搬

１）

 
４． 搬

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

９）

 
 
５． 適

１）

２）

 
 
 

搬入物の性状

 事業者は

「一般廃

号）」を満

搬入管理 

 事業者は

する等、

寧かつ分

 事業者は

 事業者は

みピット

 事業者は

その混入

身を十分

 事業者は

処分方法

 事業者は

本市の指

 事業者は

 事業者は

 事業者は

と 

適正処理 

 事業者は

を遵守し

うこと。

本施設で

ること。

 事業者は

準を満た

公害防止

う必要な

状分析 

は、本施設に

廃棄物処理事

満たすこと。

は、安全に搬

搬入車両を

分かり易く行

は、本市が行っ

は、本施設に

トにおいて、

は、直接搬入ご

入を防止する

分に確認する

は、搬入廃棄物

法を案内する

は、本市が収集

指示に従うこ

は、本市が行

は、直接搬入

は、本施設内

は、搬入され

し、適切に処

なお、当該

で再度処理す

 
は、本施設よ

たすように適

止基準を満た

な処理を行う

搬入された廃

事業に対する

 

搬入が行われ

を適切に案内

行うこと。 
っている搬入

に搬入される

搬入禁止物

ごみに含まれ

こと。特に

こと。 
物の中から搬

こと。なお

集する可燃物

と。 
行うプラット

入ごみの荷降

内において、

れた廃棄物を

処理を行うこ

該廃棄物の処

する場合であ

り排出され

適切に処理す

たさない場合

こと。 

４-２ 

廃棄物の性状

指導を伴う留

れるように、

内・指示・誘

入禁止物の混

廃棄物につ

の発見に努

れる搬入禁止

に、段ボール

搬入禁止物を

、処分方法

物の中から搬

ホーム内で

降ろし時に適切

事故等が発

、廃棄物の

と。特にダ

処理に係る費

っても、本

れる主灰、灰

すること。主灰

合、事業者は

状について、

留意事項（昭

本施設におい

導すること。

混入防止の為

いて、プラ

めること。

止物の確認を

箱等に入れ

を発見した場

については、

搬入禁止物を

の搬入検査に

切な指示及び

生しないよ

処理及び清掃

イオキシン類

用は、全て事

市は一切の費

固化物、浸出

灰、灰固化物

上記の関係法

その分析項

昭和 52 年 1

いて、必要に

。案内・指示

為の周知・啓発

ットホーム、

をプラットホ

られたものに

場合、その搬入

、別途本市が

を発見した場

に対して協力

び補助を行う

うに、適切な

掃に関する法

類の排出抑制

事業者が負担

費用を負担し

出水等が関係

物、浸出水等が

法令、公害防

項目、方法、

11 月 4 日環

に応じて人員

示にあたって

発に協力する

、受入ホッパ

ホーム内にて

については、

入禁止物を返

が指示する。

場合、本市に報

力すること。

うこと。 
な安全管理を

法律及び関係

制に努めた処

担し、当該廃

しないことに

係法令、公害

が上記の関係

防止基準を満

 

頻度は、

環整第 95

員を配置

ては、丁

ること。 
パ及びご

て実施し、

その中

返還し、

 
報告し、

 

を行うこ

係法令等

処理を行

廃棄物を

に留意す

害防止基

係法令、

満たすよ



６． 適

事業

いるこ

 
 
７． 保

事業

切に保

囲は別

 
 
８． 場

事業

と。な

 
 
９． 搬

１）

２）

 
 
１０． 

１）

２）

３）

１１． 

１）

２）

 
 

適正運転 

業者は、本施

ことを自らが

保管・積込み

業者は、本施

保管し、搬出

別紙２に示す

場内運搬 

業者は、資源

なお、運搬時

搬出物の性状

 事業者は

等の量に

 事業者は

等の性状

運転計画の

 事業者は

運転計画

 事業者は

 事業者は

画の変更

運転管理マ

 事業者は

とともに

アルを作

 事業者は

ること。

施設の運転が

が行う検査に

み 

施設から搬出

出車両への積

す。 

源物、処理困

時は落下・飛

状分析等 

は、本施設よ

について計量

は、本施設よ

状について定

の作成 

は、本施設の

画を毎年度作

は、年間運転

は、年間運転

更を行うこと

マニュアルの

は、本施設の

に、操作手順

作成し、マニ

は、策定した

なお、運転

が、廃棄物の

によって確認

出される主灰

積込み作業ま

困難物、処理

飛散がないよ

り搬出する

量・管理を行

り搬出する

定期的に分析

の年度別の計

作成し、本市

転計画に基づ

転計画及び月

。 
の作成 

の運転操作に

順、方法につ

ニュアルに基

た運転管理マ

転管理マニュ

４-３ 

の処理及び清

認し、その結

灰、灰固化物

までを行うこ

理残渣等を本

よう十分に留

主灰、飛灰

行うこと。 
主灰、飛灰

析・管理を行

計画処理量に

市の承諾を得

き、月間運転

間運転計画

に関して、運

ついて取扱説

基づいた運転

ニュアルに

アルを変更す

清掃に関する法

結果を本市に報

、資源化物

と。なお、

本施設内の本市

留意すること。

固化物、資源

固化物、資源

うこと。 

基づく施設の

ること。 
転計画を作成

に変更が生

転管理上の

明書に基づい

を実施するこ

ついて、施設

する場合は、

法律及び関係

報告すること

、処理困難物

品目毎の保管

市が指示する

。 

源化物、処理

源化物、処理

の点検、補修

成し、実施す

じた場合、本

目安としての

いて基準化し

こと。 
設の運転にあ

、本市の承諾

係法令等を満

と。 

物、処理残渣

管・積込みの

る場所に運搬

理困難物、処

理困難物、処

修等を考慮し

すること。 
本市と協議の

の管理値を設

した運転管理

あわせて随時

諾を得ること

 

満たして

渣等を適

の所掌範

搬するこ

処理残渣

処理残渣

した年間

の上、計

設定する

理マニュ

時改善す

と。 



１２． 

事業

なお、

 
１）

２）

３）

 
 

運転管理記

業者は、以下

記録の内容

 運転デー

 用役デー

 保守点検

記録の作成 

下の内容を含

容については

ータ 
ータ 
検・検査、補

含んだ運転日

は、本市の指

補修・整備内

４-４ 

誌、日報、

指示に従うこ

容等 

月報、年報等

と。 
等を作成しななければなら

 

らない。



第５章

１． 維

事業

章 第

及び関

 
 
２． 本

事業

なお

設備の

ること

 
 
３． 精

事業

初の精

実施項

 
 
４． 点

１）

２）

３）

４）

 

章 維持管

維持管理業務

業者は、精密

第４節 ７．

関係法令等を

本施設の機能

業者は本施設

お、本施設は

のみならず、

とに留意する

精密機能検査

業者は、3 年

精密機能検査

項目について

点検・検査計

 事業者は

うに点検

異常点検

 事業者は

（表 ５-
載した点

諾を得る

 事業者は

を考慮し

消耗品の

 事業者は

うえで、

生じた場

管理業務 

務 

密機能検査（

参照）を発

を遵守した適

能維持 

設の基本性能

は「第 1 章 

土木・建築

ること。 

査 

年毎に本施設

査は、基幹的

ては、本市と

計画の作成 

は、点検及び

検・検査計画

検についても

は、本施設の

-１ 法定点

点検・検査計

ること。 
は、すべての

し計画するこ

の交換作業は

は、機器別の

当該基準に

場合には、速

 

（第１章 第

発揮し、搬入

適切な処理が

能（第１章 第

第 4 節 1.
築及び建築設

設の精密機能

的設備改良工

と事前に協議

び検査を、本

画を策定する

計画に含め

の点検・検査

検項目（参

計画書（毎年

の点検・検査

と。原則とし

は同時に行う

の管理方法を

に従って管理

速やかに本市

５-１ 

第４節 ７．

入される廃棄

が可能となる

第４節 ７．

.対象施設」

設備、建築電

能検査を第三

工事終了後の

議するものと

本施設の運転

こと。なお

ること。 
査計画につい

考））、自主検

年度のもの、

査について、

して、同時に

こと。 
明記した機器

理すること。

市に報告する

参照）を踏

棄物を、廃棄物

よう、本施設

参照）を業務

に示すとお

電気設備、建築

三者機関にて実

初年度に実施

する。 

に極力影響

、本施設か

て、日常点検

検査等の内容

業務期間を通

本施設の基本

休止を必要

器別管理基準

また、内容は

こと。 

まえ、本施設

物の処理及び

設の維持管理

務期間にわた

りであり、プ

築機械設備、

実施すること

施すること。

を与えず効率

ら川内川放流

検、定期点検

容（機器の項

通じたもの）

本性能の維持

とする機器の

準を作成し、

は必要に応じ

設の基本性能

び清掃に関す

理業務を行う

たり維持する

プラント機械

、外構も含ま

と。業務期間

。なお、詳細

率的に実施で

流口までの排

検、法定点検

項目、頻度等

）を作成し本

持及び運転の

の点検及び予

、本市の承諾

じて更新し、

 

能（第１

する法律

うこと。 

ること。 
械・電気

まれてい

間中の最

細な検査

できるよ

排水管の

検・検査

等）を記

本市の承

の効率性

予備品、

諾を得た

変更が
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表 ５-１ 法定点検項目（参考） 

設備名 法律名 備考 
クレーン 
ごみクレーン ２基 
灰クレーン  １基 
ホイスト式 
クレーン   １基 

労働安全衛生法 
 クレーン安全規則 

  第 34 条 定期自主検査(荷重試験等) 

 
 
1 年 1 回 

  第 35 条 定期自主検査(ﾜｲﾔｰﾛｰﾌﾟ等) 1 月 1 回 
  第 36 条 作業開始の点検 1 日 1 回 
  第 38 条 自主検査の記録  3 年間保存 
第 40 条 性能検査 2 年に 1 回 

第 1 種圧力容器 
 給湯温水発生器 
 暖房温水発生器 

労働安全衛生法 
ボイラー及び圧力容器安全規則 

     第 67 条 定期自主検査 

 
 
1 月 1 回 

第 73 条 性能検査 1 年 1 回 
第 2 種圧力容器 労働安全衛生法 

 ボイラー及び圧力容器安全規則 
     第 88 条 定期自主検査 

 
 
1 年 1 回 

計量機(ﾄﾗｯｸｽｹｰﾙ) 
 30t × 1 基 

計量法 
  第 139 条 定期検査 

 
2 年毎 

消防用設備 消防法  第 17 条 3 の 3 点検及び報告 
   施行規則 第 31 条の 4 点検の内容及び方法 

報告は 3 年に 1 回 

無線設備 電波法  第 13 条 
   無線局免許手続規制 第 17 条(再免許申請) 

 
5 年に 1 回 

電気設備 電気事業法 第 106 条 
電気関係報告規則  

第 2 条 自家用発電所半期報告 

 
1 年に 2 回(4、10 月) 

 
電気関係報告規則 第 3 条 事故報告 発生時(速報及び詳細) 
施行規則     第 51 条第 2 項 保安規定変更届 

           
適宜 

 
施行規則     第 55 条 主任技術者選任、解任 適宜 

酸素欠乏危険場所 労働安全衛生法 
   酸素欠乏症等防止規則 第 3 条 

 
作業開始前 

貯水槽 水道法 
施行規則 23 条 水槽の清掃 

 
1 年に 1 回 

施行規則 24 条 検査 1 年に 1 回 
地下タンク 消防法 

   第 14 条の 3  法定点検 
 
3 年に 1 回 

浄化槽 
 
 
 

浄化槽法 
 第 8 条  保守点検 

 
1 年に 1 回 

 第 10 条 浄化槽管理者の義務 
  

 

第 11 条 定期検査 1 年に 1 回 

一般廃棄物処理施設 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 
 第 8 条の 3(施設の維持管理) 
  省令第 4 条の 5(施設の技術上の基準) 
   燃焼温度 800℃以上、集じん器入口 200℃以下 
   熱灼減量 10%以下、CO 濃度 100ppm 以下 

   排ガス中のダイオキシン類濃度測定 

 
 
 
 
 
1 年 1 回 
 

   ばい煙測定 2 月 1 回 
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設備名 法律名 備考 
     厚生省通知(環整第 95) ごみ質 1 年 4 回 

熱灼減量 1 月 1 回 
 第 8 条の 4(記録及び閲覧) 
  維持管理記録作成 

1 月 1 回 
 

 施行規則第 5 条 
精密機能検査 

3 年 1 回 
 

 施行令 第 4 条の 2(埋立処分に関する基準) 
     環境大臣が定める方法 飛灰中の重金属 

1 年 4 回 
 

大気汚染防止法 
  施行規則第 15 条 
   ばい煙測定(ばいじん、塩化水素、窒素酸化物、

硫黄酸化物) 

2 月 1 回 
 
 
 

ダイオキシン類対策特別措置法 
 第２８条１、２ 排ガス、排出水の測定義務 
（排ガス、排出水、ばいじん、主灰、飛灰処理物）

 

1 年 1 回 
 
 

 
労働安全衛生規則 
 第 592 条の 2(作業環境ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類) 
    定期的に空気中のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度測定 

 

1 年 2 回 
 
 

 
建築基準法 

第 12 条第 2 項、第 4 項 定期点検 
 

 

 
3 年 1 回 
1 年 1 回（建築設備） 

ガス濃度計 計量法 
 第 16 条 
   四成分分析濃度計(CO、O2、SO2、NO2) 

 
 
8 年 1 回 

薬品貯留設備 水質汚濁防止法 
 第 14 条 
 環境省令で定めるところにより定期に点検し、その

結果を記録し、これを保存する 

 
 
適切な頻度 
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点検・検査の

 事業者は

 事業者は

施するこ

 事業者は

又は本市

 事業者は

補修計画の作

 事業者は

した補修

 事業者は

年度更新

こと 
 事業者は

し、各年

本市の承

 点検・検

業者が計

補修の実施 

 事業者は

こと。 
 事業者は

 事業者は

又は本市

 事業者が

の実施 

は、点検・検

は、日常点検

こと。 
は、本施設の

市の定める年

は、本施設の

作成 

は、業務期間

修計画につい

は、業務期間

新し、本市に

は、本施設の

年度の補修計

承諾を得るこ

検査結果に基

計画すべき補

は点検・検査

は、補修に際

は、各設備・

市の定める年

が行うべき補

 

検査計画に基

検で異常が発

の点検・検査

年数を保管す

の点検・検査

間を通じた本

いて、本市の

間を通じた本

に提出するこ

の点検・検査

計画を作成し

と。 
基づき、設備

補修の範囲と

査結果に基づ

際し、補修工

機器の補修

年数を保管す

補修の範囲は
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基づいて、点検

発生した場合

査に係る記録

すること。 
査結果報告書

本施設の補修

承諾を得る

本施設の補修

と。更新し

査結果に基づ

し、本市に提

備の基本性能

する。 

づき、本施設

工事施工計画書

修に係る記録

すること。 
「表 ５-２

検・検査を実

や事故が発生

を適切に管理

を作成し、本

計画を作成

こと。 
計画について

た補修計画に

き、設備・機

出すること。

を維持するた

の基本性能

書を本市に提

を適切に管理

補修の範囲

実施すること

生した場合等

理し、法令等

本市に報告す

し、本市に提

て、点検・検

については、

機器の耐久度

。作成した各

ための部分取

を維持するた

提出し、承諾

理し、法令等

囲（参考）」

と。 
等は、臨時点

等で定められ

すること。 

提出すること

検査結果に基

、本市の承諾

度と消耗状況

各年度の補修

取替、調整等

ために、補修

諾を得ること

等で定められ

のとおりで

 

点検を実

れた年数

と。作成

基づき毎

諾を得る

況を把握

修計画は

等を、事

修を行う

と。 
れた年数

ある。 
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定期点検整

更正修理 

予防修理 

緊急事故保

（突発修理

通常事後保

（事後修理

機器更新 

 事業者は

を考慮し

新計画に

 事業者は

画を作成

へ反映す

 事業者は

消耗状況

令改正、

概

整備 

定

い

と

の

設

し

な

異

に

保全 
理） 

設

能

る

保全 
理） 

経

障

は、業務期間

した業務期間

については、

は、業務期間

成し、本市の

すること。 
は、更新計画

況により、事

不可抗力に

 

表 ５-２

概  要 
定期的に点検

い、突発故障を

して固定資

ものをいう

設備性能の劣

して設備全体

な修理をいう

異常の初期段

に処理する。

設備が故障し

能が著しく劣

。 
経済的側面を

障を発生後に

間内における

間に渡る更新

長寿命化計

間中に本市が

の承諾を得る

画の対象とな

事業者の費用

によるものは
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補修の範囲

検検査又は部

を未然に防止

資産の増加を

）。 

化を回復させ

体を分解して

。） 
段階に、不具

 

て停止した

劣化した時に

考慮して、

早急に復元す

本施設の基

新計画を作成

計画へ反映す

最新の更新

こと。承諾

る機器につ

と責任にお

事業者によ

囲（参考）

部分取替を行

止する。（原則

伴わない程度

せる。（原則

行う大がか

合箇所を早急

とき、又は性

早急に復元す

予知できる故

する。 

本性能を維持

し、本市の承

ること。 
計画の作成

を得た更新計

いて、更新計

いて、機器の

る、機器更新

作業内容

行

則

度

・部分的

・給油 
・調整 
・部分取

・精度検

と

り

設備の分

品の修正

調整→精

急 日常保全

検で発見

修理 
性

す

突発的に

と再発防

故 故障の修

持するために

承諾を得るこ

を求める場合

計画について

計画を踏まえ

の更新を行

新の対象から

容（例） 
的な分解点検

取替 
検査 等 
分解→各部点

正又は取替→

精度チェック

全及びパト

見した不具合

に起きた故障

防止のための

修理、調整 

に、機器の耐

こと。承諾を

合は、最新の

ては、長寿命

え、機器の耐

うこと。ただ

ら除くものと

 

検検査 

点検→部

→組付→

ク 
ロール点

合箇所の

障の復元

の修理 

耐用年数

を得た更

の更新計

命化計画

耐久度・

だし、法

とする。 
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長寿命化計画

 事業者は

引き（ご

ル対策部

 事業者は

命化計画

 事業者は

な点検・

改良保全 

 事業者は

こと。 
 提案内容

 改良保全

備品（機器

業者は、備品

備品（機器

 事業者は

必要の際

 事業者は

 事業者は

 
 

機器の予備

 事業者は

 機器の予

確率が高

品、市販

置いてお

 機器の消

点検時に

画の作成及び

は、ストック

ごみ焼却施設

部 廃棄物対

は、点検・検

画を更新し、

は、作成した

検査、補修

は、改良保全

容に関しては

全や新技術の

器の予備品及

品・什器・物

器の予備品及

は、調達計画

際には支障な

は、本市から

は、本施設内

備品及び消耗

は、機器の予

予備品につい

高い部品、破

販されておら

おくことが望

消耗品は、運

に取り替えの

び実施 

マネジメン

設編）」（平成

対策課）等に

検査、補修、

その都度、

た長寿命化計

修・更新、精

全を行う場合

は、財産処分

の採用により

及び消耗品以

物品・用役の

及び消耗品以

画に基づき調

なく使用でき

の貸与物に

内の電気等の

耗品等の調達

予備品及び消

いては、必要

破損・損傷・

ず納入に時

望ましい部品

運転により確

の必要な部品
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トの観点から

27 年 3 月

基づき、本施

更新、精密機

本市の承諾

計画に基づき

精密機能検査等

合は、改良保

分を含め、本市

得失が生じ

以外）・什器

の調達計画を

以外）・什器

調達した備品

るように適切

ついては、適

用役につい

達 

耗品等の調達

要な保守、整

摩耗により

時間のかかる

等とするこ

確実に損耗し

等とするこ

ら、「廃棄物処

改訂 環境省

施設の長寿命

機能検査等の

を得ること。

、本施設の基

等を実施する

全に関する計

市において判

る場合、費用

器・物品・用

作成し、本市

器・物品・用

・什器・物品

切に管理する

適切に管理す

て、すべてを

達計画を作成

備がされてい

、施設の運転

部品、機器の

と。 
、1 年以内

と。 

処理施設長寿

省大臣官房 

命化計画を作

の結果に基づ

。 
基本性能を維

ること。 

計画を提案し

判断・了承す

用は両者で調

用役の調達 

市に提出する

用役の管理 

品・用役を常

ること。 
すること。 
を負担するこ

成し、本市に

いても、破損

転継続に重大

の消耗品であ

に消耗するで

寿命化計画作

廃棄物・リ

作成すること

づき、毎年度

維持するため

し、本市と協

する。 
調整する。 

ること。 

常に安全に保

こと。 

に提出するこ

損、損傷、摩

大な支障をき

あっても予備

であろう部品

 

作成の手

リサイク

と。 
度、長寿

めに必要

協議する

保管し、

こと。 
摩耗する

きたす部

備として

品、開放
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１４． 機器の予備品及び消耗品等の管理 

事業者は、調達計画に基づき調達した機器の予備品及び消耗品等を常に安全に保管し、必要

の際には支障なく使用できるように適切に管理すること。 
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章 環境管

環境管理業務

業者は、精密

第４節 ７．

うこと。 

環境保全基準

 事業者は

を得るこ

 事業者は

 法改正等

環境保全計画

業者は、業務

頻度・時期

ては、現行（

業者は、環境

作業環境保全

 事業者は

全基準を

 事業者は

 法改正等

作業環境保全

 事業者は

な測定項

得ること

 事業者は

に報告す

管理業務 

務 

密機能検査（

参照）を発

準 

は、関係法令

こと。 
は、本施設の

等により環境

画 

期間中、本施

期等を定めた

（別紙３）以

境保全計画に基

全基準 

は、ダイオキ

を作成し、本

は、本施設の

等により作業

全計画 

は、業務期間

項目・方法・

と。 
は、作業環境

するこ。 

（第１章 第

発揮し、関係

令、公害防止

の管理運営に

境保全基準を

施設の環境保

環境保全計

上とするこ

基づき、環境

キシン類対策

本市の承諾を

の管理運営に

業環境保全基

間中、本施設

頻度・時期

境保全計画に

６-１ 

第４節 ７．

係法令、公害

止基準等を遵

あたり、環境

変更する場合

保全基準の遵

画を作成し、

と。 
境保全基準の

策特別措置法

得ること。

あたり、作業

基準を変更す

設の作業環境

期等を定めた

に基づき、作

参照）を踏

害防止基準等

守した環境保

境保全基準を

合は、本市

遵守状況を確

、本市の承諾

の遵守状況を

、労働安全衛

業環境保全基

る場合は、本

保全基準の遵

作業環境保全

業環境保全基

まえ、本施設

を遵守した適

保全基準を作

を遵守するこ

と協議するこ

確認するため

諾を得ること

を確認し、本市

衛生法等を遵

基準を遵守す

本市と協議す

遵守状況を確

全計画を作成

基準の遵守状

設の基本性能

適切な環境管

作成し、本市

こと。 
こと。 

めに必要な測

と。なお、頻

市に報告する

遵守した作業

すること。 
すること。 

確認するため

成し、本市の

状況を確認し

 

能（第１

管理業務

市の承諾

定項目・

頻度等に

ること。 

業環境保

めに必要

の承諾を

し、本市



第７章

１． 情

事業

 
 
２． 運

１）

２）

３）

４）

 
 
３． 点

１）

２）

３）

 
 
４． 補

１）

２）

３）

４）

 

章 情報管

情報管理業務

業者は、本要

運転管理記録

 事業者は

運転日誌

提出する

 報告書の

市と協議

 運転記録

こと。 
 その他、

すること

点検・検査報

 事業者は

点検・検

 計画書、

は本市と

 事業者は

を保管す

補修・更新報

 事業者は

成し、本

 事業者は

成し、本

 計画書、

は本市と

 事業者は

を保管す

管理業務 

務 

要求水準書、

録報告 

は、廃棄物搬

誌、日報、月

ること。 
の提出頻度・

議のうえ、決

録に関するデ

住民からの

と。 

報告 

は、点検・検

検査結果報告

報告書の提出

と協議の上、

は、点検・検

すること。 

報告 

は、補修計画

本市に提出す

は、更新計画

本市に提出す

報告書の提出

と協議の上、

は、補修・更

すること。 
 

関係法令等

搬入量、廃棄

報、年報等

時期・詳細項

決定すること

データを法令

の苦情、事故

検査計画を記

告書を作成し

出頻度・時期

決定するこ

検査に関する

画を記載した

すること。 
画を記載した

すること。 
出頻度・時期

決定するこ

更新に関する

７-１ 

等を遵守し、

棄物搬出量、

等を記載した

項目（電子デ

。 
令等で定める

故等の本市が

記載した点検

、本市に提

期・詳細項目

と。 
データを、

た補修計画書

た更新計画書

期・詳細項目

と。 
データを、

適切な情報管

副資材搬入量

運転管理に関

データの種類

年数又は本市

報告を求め

・検査計画書

出すること。

（電子データ

法令等で定

、補修結果

、更新結果

（電子データ

法令等で定

管理業務を行

量、運転デー

関する報告書

類・引渡し方

市との協議に

る事項につい

書、点検・検

。 
タの種類・引

める年数又は

を記載した補

を記載した更

タの種類・引

める年数又は

行うこと。 

ータ、用役デ

書を作成し、

方法を含む。）

による年数保

いて、速やか

検査結果を記

引渡し方法を

は本市の定め

補修結果報告

更新結果報告

引渡し方法を

は本市の定め

 

データ、

本市に

）は、本

保管する

かに報告

記載した

を含む。）

める年数

告書を作

告書を作

を含む。）

める年数



５． 環

１）

２）

３）

 
 
６． 作

１）

２）

３）

 
 
７． 調

１）

２）

３）

 
 
８． 施

１）

２）

３）

 

環境保全報告

 事業者は

作成し本

 報告書の

と協議の

 事業者は

保管する

作業環境保全

 事業者は

保全報告

 報告書の

と協議の

 事業者は

数を保管

調達結果報告

 事業者は

記載した

 報告書の

と協議の

 事業者は

すること

施設情報管理

 事業者は

ること。

 事業者は

合、各種

 本業務の

議の上決

告 

は、環境保全

本市に提出す

の提出頻度・

の上、決定す

は、環境保全

ること。 

全報告 

は、作業環境

告書を作成し

の提出頻度・

の上、決定す

は、作業環境

管すること。

告 

は、備品（機

た調達報告書

の提出頻度・

の上、決定す

は、調達に関

と。 

理 

は、本施設に

 
は、補修、機

種マニュアル

の対象施設に

決定すること

 

全計画に基づ

すること。 
時期・詳細項

すること。 
全に関するデ

境保全計画に

し、本市に提

時期・詳細項

すること。 
境管理に関す

 

器の予備品及

書を作成し、

時期・詳細項

すること。 
関するデータ

に関する各種

機器更新、改

ル、図面等を

に関する各種

。 

７-２ 

づき計測した

項目（電子デ

データを、法

に基づき計測

提出すること。

項目（電子デ

するデータを

及び消耗品を

本市に提出す

項目（電子デ

を、法令等

種マニュアル

改良保全等に

速やかに変更

種マニュアル

環境保全状況

データの種類

令等で定め

した作業環境

。 
データの種類

、法令等で定

を含む）・什

すること。

データの種類

で定める年数

、図面等を業

より、本業務

更すること。

、図面等の管

況を記載した

類・引渡し方

る年数又は本

境保全状況を

類・引渡し方

定める年数又

什器・物品・用

類・引渡し方

数又は本市の

業務期間にわ

務の対象施設

。 
管理方法につ

た環境保全報

方法を含む。）

本市の定める

を記載した作

方法を含む。）

又は本市の定

用役等の調達

方法を含む。）

の定める年数

わたり適切に

設に変更が生

ついては、本

 

報告書を

）は本市

る年数を

作業環境

）は本市

定める年

達結果を

）は本市

数を保管

に管理す

生じた場

本市と協



９． 一

１）

２）

 
 
１０． 

１）

２）

３）

 

一般廃棄物処

 事業者は

物処理施

持管理の

 報告内容

その他管理

 事業者は

する項目

ること。

 提出頻度

 事業者は

保管する

処理施設の維

は、廃棄物の

施設の維持管

の記録を報告

容及び頻度に

理記録報告 

は、本施設の

目のうち、本

 
度・時期・詳

は、本市が要

ること。 

維持管理の記

の処理及び清

管理の記録に

告すること。

については、

の設備により

本市が要望す

詳細項目につ

要望する管理

７-３ 

記録に関する

清掃に関する法

について、本

 
本市の指示

管理記録可

する管理記録

いては、本市

理記録を、法

る報告 

法律第 9 条
市が公表で

に従うこと。

能な項目、又

について、管

市と協議の

令等で定め

条の 3 第 6 項
きるように、

。 

又は事業者が

管理記録報告

うえ、決定す

る年数又は本

項に基づく一

、本施設に関

が自主的に管

告を作成し、

すること。 
本市の定める

 

一般廃棄

関する維

管理記録

提出す

る年数を



第８章

１． 関

事業

 
 
２． 清

１）

２）

３）

 
 
３． 植

１）

２）

 
 
４． 防

１）

２）

３）

４）

 
 
 

章 関連業

関連業務 

業者は、本要

清掃 

 事業者は

 事業者は

所につい

 本施設の

ル等の床

植栽管理 

 事業者は

 本施設内

周辺の草

剪定を年

却施設に

防火・防災管

 事業者は

の防火管

た場合は

 事業者は

合は、本

 事業者は

と。 
 事業者は

業務 

要求水準書、

は、本施設内

は、施設内を

いて、常に清

の清掃計画に

床ワックス清

は、本施設内

内の植栽管理

草刈を年 4 回

年 1 回以上を

に搬入の上、

管理 

は、消防法等

管理体制を整

は、速やかに

は、日常点検

本市と協議の

は、特にごみ

は、定期的に

関係法令等

内の清掃計画

を常に清掃し

清潔な環境を

には、管理棟

清掃を含める

内の植栽管理

理計画には、

回以上、放流

を含めること

処理するこ

等関係法令に

整備し、本市

に本市に報告

検、定期点検

のうえ、施設

みピット、ス

に消防訓練、

８-１ 
 

等を遵守し、

画を作成し、本

し、清潔に保

維持するこ

棟の 1 階事務

こと（別紙

理計画を作成

本施設内の

流口周辺の草

（別紙５、別

と。 

に基づき、本

市の承諾を得

告すること。

検等の実施に

の改善を行

トックヤー

避難訓練等

適切な関連業

本市の承諾を

つこと。特に

と。 
室、階段及び

４参照）。

し、本市の承

水処理施設か

刈を年 1 回以

別紙６を参照

施設の防火

て、届出を行

おいて、防火

うこと。 
ド等について

を行うこと。

業務を行うこ

を得ること。

に見学者等第

び 2 階会議室

承諾を得るこ

から川内川放

以上、本施設

照）。なお、草

・防災上必要

行うこと。な

火・防災管理

ては、入念な

。 

こと。 

 
第三者の立ち

室、工場棟 2

こと。 
放流口までの

設内植栽区域

草刈後は本施

要な管理者、

なお、体制を

理上、問題が

な防火管理を

 

ち入る場

2 階ホー

の排水管

域の樹木

施設の焼

組織等

を変更し

がある場

を行うこ



５． 施

１）

２）

３）

 
 
６． 見

１）

２）

 
 
７． 住

１）

２）

３）

４）

 
 
８． グ

事業

 
 

９． 汚

事業

ること

施設警備・防

 事業者は

 事業者は

更した場

 事業者は

見学者対応 

 事業者は

見学者の

合は、本

 事業者は

市の承諾

住民対応 

 事業者は

ること。

 事業者は

応し、本

 本施設に

て対応が

 事業者は

明資料の

グランドゴル

業者は、本施

汚泥 

業者は、本施

と。 

防犯 

は、本施設内

は、整備した

場合は、速や

は、本施設内

は、見学者の

の理解を得る

本市へ協力す

は、設計建設

諾を得ること

は、常に適切

 
は、本施設の

本市に報告す

に対する苦情

が困難な場合

は、本市が実

の作成等、本

ルフ場し尿汲

施設に隣接す

施設内の浸出

内の施設警備

た施設警備防

やかに本市に

内の警備を実

の受付を行い

ように努め

すること。 
設期間中に見

。 

切な管理運営

の管理運営に

すること。 
情等、事業者

合、速やかに

実施する住民

本市へ協力を

汲み取り 

するグランド

出水処理工程

８-２ 
 

防犯体制を整

防犯体制につ

報告するこ

実施し、第三者

い、施設の稼

ること。な

学者説明要領

営を行うこと

に関して、住

者による対応

本市に連絡す

民説明会等に

行うこと。

ドゴルフ場の

程で発生した

整備するこ

いて本市に報

と。 
者の安全を確

動状況及び環

お、行政視察

領書を作成

により、周辺

民等から意見

が困難な住民

すること。

際して、本市

し尿汲み取

汚泥を適宜

と。 
報告すること

確保すること

環境保全状況

察等で本市か

し、設計建設

辺住民の信頼

見等があった

民対応は本市

市から要請が

りを行うこと

、本市の指示

と。なお、体

と。 

況等の説明を

から要請があ

設期間終了ま

頼と理解、協

た場合は、適

市で行う。事

があった場合

と。 

示する場所に

 

体制を変

を行い、

あった場

までに本

協力を得

適切に対

事業者に

合は、説

に搬入す



 

 
 

別紙１ 本業務の業務範囲（参考） 

業務区分 
業務対象 

施設※1 
業務内容 市 

民間 

事業者 

(1)受付管理 ⑤ ・ 収集・拠点ごみの受入受付  ○ 

 ・ 直接搬入ごみの受入受付  ○ 

 ・ 計量受付/料金徴収事務受付  ○ 

④ ・ 搬入許可申請書発行  ○ 

・ 甑島外搬出調整  ○ 

(2)運転管理 共通 ・ 運転管理計画の策定  ○ 

 ・ 運転管理  ○ 

 ・ 日報、月報、年報の作成  ○ 

 ①、③、

⑥、⑦、

⑧ 

・ プラットホーム監視・誘導  ○ 

 ・ 搬入出管理（目視確認等）  ○ 

 ・ 搬入出物の性状管理  ○ 

 ⑨ ・ 水質管理  ○ 

 ①、②、

③、⑥、

⑦、⑧ 

・ 資源化物の管理・カレット積込  ○ 

 ・ 処理困難物・蛍光管の積込  ○ 

 ・ 残渣、飛灰固化物、資源物の積込  ○ 

(3)維持管理 共通 ・ 物品、用役（需要）の調達・管理  ○ 

・ 消耗品調達・管理  ○ 

・ 各設備・機器等の点検・補修計画

の作成、実施（表 7参照） 

 
○ 

・ 周辺施設保全（駐車場、外構施設、

植栽、法面草刈、除雪等） 

 
○ 

・ 重機・車輌のリース、維持管理  ○ 

①、②、

③、⑦ 

・ 精密機能検査  
○ 

(4)資源化等 共通 ・ 鉄くず等スクラップの資源化 ○  

③ ・ 鉄、アルミの資源化 ○  

 ・ びん・カレットの資源化 ○  

 ⑥、⑦、

⑧ 

・ 白色トレイ、 ペットボトル、 

プラスチック製容器包装の 

  資源化 

○   

 

(5)処理・処分 共通 ・ 処理困難物場外運搬処分 ○  

・ 焼却残渣、資源物等の場内運搬  ○ 

① ・ 焼却残渣場外運搬処分 ○  

 ② ・ 飛灰固化物場外運搬処分 ○  

 ③ ・ 有害ごみ・危険物の中間処理及び

  場外運搬処分（ガスボンベ・ 

  使用済み蛍光管、乾電池等） 

○  

 

 

(6)施設環境 

管理 

共通 ・ 環境管理（排ガス、粉じん、熱灼
減量、ダイオキシン類、悪臭、騒
音、振動等） 

 
○ 

 ・ 最終処分場地下水・浸出水等 

水質分析 

 
○  



 

 
 

・ 作業環境管理  ○ 

(7)情報管理 共通 ・ 日報、月報、年報の作成  ○ 

・ 修繕記録の作成  ○ 

・ 施設情報管理  ○ 

・ 各種報告書の作成・管理  ○ 

・ 設計図書等施設情報の管理  ○ 

(8)関連業務 共通 ・ 施設清掃  ○ 

・ 施設警備  ○ 

・ 見学者対応 △※2 ○ 

・ 住民対応・住民説明 △※2 ○ 

・ 防災管理  ○ 

・ グランドゴルフ場し尿汲み取り  ○ 

※1：業務対象施設は、P1-7 の図 1-1 を参照すること。 

※2：見学者対応、住民対応・住民説明の窓口は市とし、説明資料の作成等、技術的な支援は事業 

者とする。



 

 
 

別紙２ 保管・積込みの所掌区分 
 

項目 分類 保管 積込み 
主灰（処理残渣を含む） ― 事業者 事業者 
飛灰固化物 ― 事業者 事業者 
処理困難物 ― 事業者 本市（売却業者） 

資源物 

紙類 
事業者 事業者 ビン類（ワンウェイ） 

ビン類（生きビン） 
アルミ缶 

事業者 

本市（売却業者） 

スチール缶 
破砕スチール 
ペットボトル 
プラスチック類 
白色トレイ（インゴット） 
蛍光管 

本市（委託業者） 携帯電話・PHS 
小型家電 

 
 



 

 
 

別紙３ 現行の環境測定等頻度 
 

項目 頻度等 測定場所等 

ばい煙 

ばいじん 

２回／年・炉 バグフィルタ 
出口付近 

窒素酸化物 
塩化水素 
硫黄酸化物 

ごみ質 可燃ごみ ４回／年 昭和 52 年 11 月 4 日付 環整第 95 号  
厚生省環境衛生局水道環境部環境整備課

長通知による測定方法 熱灼減量 焼却残渣 １２回／年 

ダイオキシン類 

排ガス ２検体 
平成 11 年総理府令第 67 号（JIS K 0311
「排ガス中のダイオキシン類の測定方

法」） 

環境大気 ２検体 

工場棟屋上、最終処分場調整池横 
平成 11 年環境庁告示第 68 号「ダイオキ

シン類による大気の汚染、水質の汚濁及び

土壌の汚染に係る環境基準について」及び

平成 13 年環境省「ダイオキシン類に係る

大気環境調査マニュアル」 

浸出水処理水 １検体 

放流水 
平成 11年環境庁告示第 68号（JIS K 0312
「工場用水・工場排水中のダイオキシン類

の測定方法」） 

地下水 ２検体 

モニタリング井戸 
平成 11年環境庁告示第 68号（JIS K 0312
「工場用水・工場排水中のダイオキシン類

の測定方法」） 

河川水 １検体 

小倉川 
平成 11年環境庁告示第 68号（JIS K 0312
「工場用水・工場排水中のダイオキシン類

の測定方法」） 

周辺土壌 ２検体 
グランドゴルフ場、最終処分場調整池横 
平成 12 年環境庁「ダイオキシン類に係る

土壌調査マニュアル」 

飛灰 ２検体 
平成 4 年厚生省告示第 192 号「特別管理

一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係

る基準の検定方法」 

焼却灰 ２検体 
平成 4 年厚生省告示第 192 号「特別管理

一般廃棄物及び特別管理産業廃棄物に係

る基準の検定方法」 

悪臭 １回／年 工場棟北側の敷地境界 
環境庁告示第 9 号 

騒音 ３回／年 工場棟北側の敷地境界 
JIS-Z8731 

振動 ２回／年 工場棟北側の敷地境界 
JIS-Z8735 

 
 



 

 
 

項目 頻度等 測定場所等 

作業環境 

焼却炉周辺 

２回／A・B 測定 

平成 11 年 12 月 26 日 厚

生労働省生活衛生局水道

環境部環境整備課長通知

「ダイオキシン類に係る

作業環境測定及び評価方

法」「昭和 51 年労働省告示

第 48 号作業環境測定基

準」 

灰出し室 

灰固形化施設 

最終処分場浸出

水源水 
生活環境項目 7 項目 １２検体／月１回 
健康項目 5 項目 １検体／年１回 

最終処分場浸出

水処理水 
生活環境項目 8 項目 １２検体／月１回 
排水基準等項目 36 項目 １検体／年１回 

最終処分場地下

水 

飲料水精密検査 20 項目 １検体／年１回 
地下水検査項目 27 項目 １検体／年１回 
4 項目 ６検体／年６回 

最終処分場第 1
モニタリング井

戸 

飲料水精密検査 20 項目 １検体／年１回 
地下水検査項目 27 項目 １検体／年１回 
4 項目 ６検体／年６回 

最終処分場第 1
モニタリング井

戸 

飲料水精密検査 22 項目 １検体／年１回 

地下水検査項目 28 項目 １検体／年１回 

小倉川水系 

42 項目 
健康項目、生活環境項目

等、栄養塩類項目等の一

部、その他有機リン 

４検体／年１回 ４
箇所 

大腸菌群数、塩化物ｲｵﾝ １検体／年１回 

周辺井戸 飲料水精密検査 50 項目
８検体／年１回 ８
箇所 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ井水 飲料水精密検査 50 項目 １検体／年１回 

重金属溶出 焼却灰 １回／年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

各種測定位置図等 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 
 
 
 
 
 



 

 
 

 

 
 
 



 

 
 

 

 
 



 

 
 

 
 
 
 



 

 
 

 
 



 

 
 

 

 



 

 
 

 
 
 
 
 
 



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 



 

 
 

 

 
 
 
 
 



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 

 



 

 
 

別紙４ 現行の清掃箇所図 

 



 

 
 

 

 

 
 
 
 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

別紙５ 現行の草刈箇所図 
 



 

 
 

別紙６ 現行の植栽管理課所図 
 

 

 


